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仙台市グリーンインフラ推進助成金交付要綱

(令和５年３月30日建設局長決裁)

　(趣旨)

第１条　この要綱は，杜の都の環境をつくる条例（平成18年仙台市条例第47号）に基づき，市街地の緑豊かな都市空間の形成及び環境の改善を積極的に推進するため，建築敷地内にグリーンインフラの整備を行う者に対し，予算の範囲内において助成金を交付することについて，仙台市補助金等交付規則(昭和55年仙台市規則第30号。以下｢規則｣という。) に定めるもののほか，必要な事項を定めるものとする。
　(交付の対象)

第２条　助成金の交付対象は，本市の緑化重点地区内に存する建築物 (建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第１号に規定する建築物で，同条第４号に規定する居室を有するものをいう。以下同じ。) の敷地内において行う，次の各号のいずれかに該当する緑化事業 (以下｢事業｣という。)で，当該助成金の交付の申請を行う会計年度内に完了が見込まれる事業とする。

(1)　「屋上緑化事業」　建築物の屋上又はテラス等の緑化で，施設の管理上やむを得ない時間帯を除き，広く一般に開放されるか，不特定多数の者の求めに応じて立ち入らせることができるものをいう。ただし，コケ類及びセダム類による緑化は除く。
(2)　「壁面緑化事業」　建築物の外壁面に植栽基盤又は緑化補助資材を取り付けて行う緑化で，道路から容易に見ることができる地上高10メートル以下のものをいう。ただし，地上高10メートル以下の場所から連続する緑化の場合は，地上高10メートル以上の部分も含むものとする。つる性植物を登はん又は下垂させる場合にあっては，植栽延長１メートル当たりのつる性植物の本数が３本以上であること。
　　(3)　「接道部緑化事業」　道路から奥行５メートル以内の地表面に行う樹木による緑化
　　　　で，樹高1.5メートル以上の樹木を１本以上含むものをいう。ただし，交付対象と
　　　　なる他の事業と併せて実施することを条件とする。
　  (4)　「雨庭緑化事業」　窪地や雨樋の接続等により周囲から雨水を集水する構造を有し，
　　　　砕石層（原則深さ30センチ以上。ただし十分な浸透能力が認められる場合はこの限
　　　　りではない。）又は浸透施設の整備により高い浸透能力をもつ植栽地をつくる緑化を
　　　　いう。 
    (5)　「屋内緑化事業」　不特定多数の者が訪れる性質の施設内で，管理上やむを得ない
　　　　時間帯を除き，広く一般に開放される場所に行う緑化をいう。ただし，植栽の付近
　　　　にベンチやイス等が設置され，滞留機能が認められる場所に限る。
　２　助成金の交付対象となる各事業は，次の各号に掲げる要件の全てを満たすものとする。
　  (1)　植栽基盤又は緑化補助資材の面積が10平方メートル以上であること。
　  (2)　植物の生育環境及び管理計画が十分整っていること。
　  (3)　プランターによる場合は，プランター１基あたりの容量が100リットル以上である
　　　　こと。
３　前２項の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当する場合は，交付の対象としない。ただし，第４号で規定する事業のうち，第5条第3項の規定による協議により，市長が認める場合は，この限りではない。
(1)　事業を行う敷地の建築物（以下「事業場所」という。）の所有者又は管理者（以下
　 「所有者等」という。）が，国，地方公共団体，特殊法人その他これらに準ずる団体
　 （以下「国等」という。）である事業

(2)　国等が行う事業

(3)　建築物の販売等の利益を目的とした事業

(4)　過去にこの要綱に基づく助成を受けた事業と事業場所が同一である事業
(5)　この要綱以外の助成制度等に基づき助成を受けた事業
  (6)　リース契約により緑化を行う事業
  (7)　既存緑地の植え替えである事業

  (8)　法令又は条例の定めるところにより，緑化が義務付けられている場合で，当該面積
　　　に相当する部分
  (9)　杜の都の環境をつくる条例に基づく緑化計画書により，令和４年度までに緑化計画
    　面積として認定を受けている部分
４　助成金の交付を受けることができる者は，次に掲げる要件を満たす者とする。
(1)　個人の場合にあっては，本市の市税を滞納していないこと。また，個人事業主として申請する場合は，個人の市税に加え，事業主として納付すべき市税を滞納していないこと
(2)　個人以外の場合にあっては，法人の市民税及び事業所税に係る市長に対する申告(当該申告の義務を有する者に限る。)を行い，かつ，本市の市税を滞納していないこと

(3)　暴力団等と関係を有していないこと
 （市税の取扱い）

第３条　前条第４項第１号及び第２号に規定する要件は，市長が第５条第１項の申請を行った者（以下「申請者」という。）の同意に基づいて市税の納税状況を調査することにより確認するものとする。ただし，申請者が，市税の滞納がないことの証明書(申請日前30日以内に交付を受けたものに限る。) を提出した場合は，この限りではない。

２　前条第４項第１号に規定する市税とは，個人の市民税(地方税法（昭和25年法律第226号）319条第１項の規定により普通徴収の方法によって徴収されるものに限る。) ，固定資産税，軽自動車税（種別税）及び都市計画税とする。また，事業主として納付すべき市税とは，個人の市民税(当該事業主が仙台市市税条例第22条各項の規定に基づき，特別徴収義務者に指定されている場合に限る。)，事業所税とする。
３　前条第４項第２号に規定する市税とは，個人の市民税(当該法人が仙台市市税条例（昭和40年仙台市条例第１号）第22条各項の規定に基づき，特別徴収義務者に指定されている場合に限る。) ，法人の市民税，固定資産税，軽自動車税（種別税），特別土地保有税，事業所税及び都市計画税とする。
　(助成金の額)

第４条　助成金の額は，実施する各事業の植栽基盤の整備，植物の植栽及び緑地の維持のために必要な施設の整備に要する経費（以下「植栽費用」という。）の２分の１に相当する額（千円未満切り捨て）の合計額とし，500万円を限度とする。ただし，接道部緑化については，50万円を限度とする。
２　前項の規定にかかわらず，仙台都心部緑化重点地区においては，敷地内全体の緑化計画について，建築物等緑化の質に関する評価基準（令和4年10月31日建設局長決裁）により80点以上となる場合に，助成金の額の限度を1,000万円とする。ただし，接道部緑化については50万円を限度とする。
３　前２項に規定する助成金の額の算定にあたっては，公共工事の積算価格を参考に審査を行い，消費税額及び地方消費税額の合計額に相当する額を助成金の交付対象から除くものとする。

　(助成金の交付申請)

第５条　規則第３条第１項の規定による交付の申請は，グリーンインフラ推進助成金交付申請書 (様式第１号) に次に掲げる書類を添付して，毎会計年度の2月末日までに市長に提出して行うものとする。
(1)　事業計画書(様式第１―２号)

(2)　事業場所の位置図

(3)　事業に要する経費に係る見積書
(4)　事業内容を明らかにする計画図
イ　敷地平面図
ロ　緑化計画図（平面図，立面図，断面図，管理計画表等）
ハ　緑化面積求積図及び計算表
(5)　事業の着手前に撮影した事業場所の写真

(6)　事業場所が自己の所有以外である場合は，所有者等が事業の実施について承諾したことを証する書類
(7)　その他市長が必要と認める書類

２　前項の申請は，事業の開始前に行わなければならない。ただし、前年度に申請したも　
　のの事業を完了できなかった場合については、この限りではない。
３　補助金の申請をしようとする者は，申請前に市長に対し協議するものとする。

 （助成金の交付決定）

第６条　市長は，前条の申請があったときは，その内容を審査した上で，助成金の交付又は不交付及びその額を決定するものとし，規則第６条の規定による決定の通知は，グリーンインフラ推進助成金交付決定通知書（様式第２号）又はグリーンインフラ推進助成金交付申請却下通知書（様式第３号）により行うものとする。

 （交付の条件）

第７条　規則第５条第１項第１号に規定する市長の定める軽微な変更は，助成対象事業の内容の変更(当初の事業目的を変更しない範囲のものに限る。) で，助成金の額に変更を生じない場合とする。

２　規則第５条第１項の規定による申請は，グリーンインフラ推進助成金事業変更等承認申請書（様式第４号）により行うものとする。

３　市長は，前項の申請があったときは，助成金の交付決定の変更又は取消しについて，グリーンインフラ推進助成金事業変更等承認通知書(様式第５号)により通知するものとする。
 （申請の取下げ）

第８条　規則第７条第１項の規定による申請の取下げは，交付決定の通知があった日から30日を経過した日までにグリーンインフラ推進助成金交付申請取下書(様式第６号)により行うものとする。

 （実績報告）

第９条　助成金の交付決定を受けた事業が完了したときは，速やかにグリーンインフラ推進助成金事業完了報告書（様式第７号）に次に掲げる書類を添付して，市長に提出しなければならない。
(1)　事業の実施中及び完了後に撮影した施工箇所等の写真

(2)　事業に要した経費の支払に係る領収書の写し又はそれに類するもの
(3)　その他市長が必要と認める書類

 （助成金の額の確定）

第10条　市長は，前条のグリーンインフラ推進助成金事業完了報告書の提出を受けたときは，書類の審査及び現地調査等を行った後に，交付すべき助成金の額を確定し，グリーンインフラ推進助成金交付確定通知書（様式第８号）により通知するものとする。

 （助成金の交付）

第11条　助成金は，前条の規定により交付すべき助成金の額を確定した後に交付するものとする。
 （樹木等の管理）

第12条　助成金の交付を受けた者は，事業完了後，５年間は善良な管理者の注意をもって，樹木等の育成及び管理に努め，これを撤去してはならない。

 （状況報告）
第13条　助成金の交付を受けた者は，市長が前条の目的を達成するために必要と認めると　　　
　きは，グリーンインフラ推進助成対象施設状況報告書（様式第9号）に次に掲げる書類
　を添付して，速やかに市長に提出しなければならない。
 (1)　管理計画表
 (2)　現況写真
２　市長は，前項のグリーンインフラ推進助成対象施設状況報告書の提出を受けたときは，
　書類審査及び現地調査を行い，必要に応じて，グリーンインフラ推進助成対象施設改善指示書（様式第10号）により改善指示を行うことができる。

 （交付決定の取消し等）

第14条　市長は，助成金の交付の決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは，その決定の全部又は一部を取り消すものとする。

(1)　偽りその他不正の手段により助成金の交付の決定又は交付を受けたとき

(2)　助成金の交付の決定の内容若しくはこれに付した条件その他規則又はこの要綱に基づき市長が行った指示に違反したとき
(3)　管理者の過失により植栽を著しく枯損させ，前条の規定による改善指示を受けたにもかかわらず改善が見られないとき
(4)　事業完了後5年以内に，植栽を故意に撤去したとき

２　前項の取消しを行ったときは，理由を付して書面により通知するものとする。

　（助成金の返還）

第15条　市長は，前条の規定により助成金の交付の決定を取り消した場合において，既に第11条の規定により助成金が交付されているときは，期限を定めて，当該取消しに係る助成金の返還を命じるものとする。

 （普及啓発等）

第16条　助成金の交付を受けた者は，グリーンインフラの普及啓発を自発的に行うものとし，当該緑化施設の積極的な周知，広報等に努めるものとする。

２　市長は，助成金を交付した事業の緑化施設を撮影した写真を，グリーンインフラの普及啓発に必要な限度において市民に公開することができるほか，助成金を交付した者に対し，本市が行う緑化事業への協力を求めることができるものとする。
 （雑則）

第17条　この要綱の実施に関し必要な事項は，建設局長が定める。

附　則

この要綱は，令和５年４月１日から実施する。

　　　附　則（令和７年３月３１日改正）

　この改正は，令和７年４月１日から実施する。
